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獣医療を取り巻く状況 

（職域全般） 

 ○ 地方公共団体の獣医師が担当する主な業務は、公衆衛生分野、家畜衛生・畜

産振興分野、自然保護・環境対策分野の 3つに大別される。公衆衛生分野には 食

品衛生、生活衛生環境分野が含まれる。家畜衛生・畜産振興分野には、家畜防疫、

家畜衛生、畜産技術、人獣共通感染症、獣医事、薬事行政が含まれる。自然 保護・

環境対策分野には、鳥獣保護、動物愛護等が含まれる。これらの 3 つの分野は密接

に関連している。 

 ○ 環境問題、動物介在活動、学校飼育動物を通した情操教育、野生動物対策、

医学と協調したバイオメディカル分野の研究、海外技術協力、大学における教育研究

等、獣医師が関わる分野は多岐にわたる。 

 ○ 獣医師というのは多くのことを勉強しなければいけない。獣医師の活動範囲が

増え、何でもできなければいけないという事になる。 

 ○ 獣医師の職域には、獣医師でなければならない職域と、獣医師でもいい職域が

混在しているが、近年、獣医師でもいい分野での対応が求められるようになっている。 

 ○ どのようにして学び、何に自分はフォーカスしていけばよいのかという指針を与

えることを重視した大学教育に変えていく必要がある。 

 ○ 偏在が起こっている大きな責任が大学教育にあると思う。大学教育の中で各領

域の魅力を感じモチベーションを高められるような教育をなされる必要がある。 

 ○ 行政処分を受ける獣医師が近年増加している。 

 ○ 公衆衛生で働く獣医師がいなくなりつつあるという現状や、大動物の診療の獣

医師が実際に減っているという現実を踏まえた議論を早急にしていただきたい。 

 ○ なぜ公衆衛生や大動物臨床に携わる獣医師が少ないのか、これは教育がほと

んど行われていないことも一つの大きな原因である。例えば、夏期休業中に産 業動

物の臨床を学生に体験させたら、その中から産業動物臨床に従事したいという学生

が出てきたという話がある。教育を改善することですべてが解決するとは 思わない

が、現状で教育が不足しているから学生が従事しない分野があれば、その分野につ

いては少なくとも改善するだろう。 

（産業動物診療） 



 ○ 最近ではアニマル・ウェルフェアの理念のもと、産業動物であってもきちっとした

環境下で飼育しなければ食に供してはならない時代が近づいている。 

 ○ 家畜保健衛生所における基礎的な検査についてはある程度大学で技術を習得

してくるため、新採の獣医師であってもある程度活躍できる環境にある。 

 ○ 新規採用される獣医師は、優秀な獣医師が多いが、コミュニケーション能力が

少し足りない。 

（公衆衛生） 

 ○ BSEが発生した際に1ヶ月あまりで全国一斉検査ができるようになり、世界的に

見ても素早い対応ができたことで日本の公衆衛生獣医師は優秀であるこ とが証明

できた。一方で、リーダー的な存在が育っておらず、保健所の所長になるような存在

は昔の人々と比べて少なくなってきたという現状がある。 

 ○ 各自治体では公衆衛生獣医師の補充が危機的な状況にある。 

 ○ 脳の採材の技術を持って診断できる獣医者が少ない。 

 ○ 食品の安全確保や人獣共通感染症の問題が出てきたが、人材が確保できない。 

 ○ 大学の授業の中で実践的な内容を取り入れれば、公衆衛生に対しての理解も

進み、興味も沸くのではないかと考える。 

 ○ 欧米ではパブリックヘルスや食品衛生の専門分化が進んでいるが、日本には

そうした専門家の養成ルートが少なく、実際問題として獣医師がカバーしている。 

（小動物診療） 

 ○ 小動物、伴侶動物の分野では、一次診療と二次診療といわゆる高度医療があ

る一方、動物種による診療体制も進みつつある。最近では、循環器専門、脳神経関

係専門、消化器、呼吸器と専門分化が進みつつある。 

 ○ 獣医療について国家資格のパラメディカルが全くいないため、医師と違い、獣医

師の負担が大きい。 

（その他） 

 ○ 研究所や製薬会社における薬の安全性の検査部門で多くの獣医師が活躍して

いるが、これは他の国ではあまり見られない特徴である。 

 ○ 製薬会社に就職する獣医師も公務員同様半減している。 

獣医師に求められる知識・技能、資質 

（全ての職域で求められる知識・技能、資質） 

  ○ 国際的通用性や獣医師の任務の遂行、使命感・倫理観に関するというような言

葉が多々出てくるが、基本的に獣医師の役割として一体何を求めているのか。何を

教えるかということよりも、獣医師に何を求めるべきかを整理し、それを教えることが

重要。 

 ○ 地方公共団体の職員である獣医師には、職域ごとに異なる知識・技能が必要と



され、それぞれについてプロフェッショナルであることが求められる。また、公務員とし

ての基本的な資質を兼ね備えていることが大前提となる。 

 ○ 獣医師は現場での問題解決能力が求められるため、バックグラウンドとなる十

分な知識・技術を持っていなくてはならない。 

 ○ 応用力というのは真理眼をつくるということであり、多くの情報から自分が必要

なものを選ぶ能力が必要。 

 ○ 新しい学術動向を着実にとらえて教育の中に盛り込んでいくことが必要。 

 ○ 海外の規制も含め、政治や法律に関する知識が必要。 

 ○ 医学、歯学、畜産学、工学といった関連分野との連携も必要。 

（産業動物診療獣医師について） 

 ○ 生産構造の変化に伴う生産性向上に向けた技術開発、家畜・畜産物の輸出入

の増大、グロバール化に伴う防疫体制の強化への対応が求められる。 

 ○ 病性鑑定の実施については迅速な初動体制と的確な対応が求められるため、

経験や判断力・専門的な技術が求められる。 

 ○ 畜産・家畜衛生に関する産業動物診療獣医師には、草地学、飼養学、遺伝学、

経営学的な知識が求められる。 

 ○ 獣医師単独での業務だけでなく、あらゆる分野と連携し、専門的な知識を活用

していくことが求められる。 

 ○ 厳しい環境下で仕事に携わるため、強靱な精神力が求められる。 

（公衆衛生獣医師について） 

 ○ 行政では監視、指導、苦情処理、検査等の様々な業務に知識・技術を活かして

いかなければならないため、大学で学んだ知識・技術を応用する力が必要。 

 ○ と畜検査では解剖病理、組織検査、精密検査、微生物学的・理化学的組織病

理検査といった検査に関する知識と技術が必要。 

 ○ 食中毒をはじめとする食品衛生や感染症に関する知識が必要。 

 ○ ウィルス感染なのか食中毒なのか判断するため疫学的な知識が必要。 

 ○ 捕獲収容した動物の応急措置、飼養管理、健康管理という臨床関係の知識が

必要。 

 ○ 動物の習性をよく知っていないといけないので、動物行動学の知識が必要であ

る。 

 ○ 毒性学については極めて重要視している分野である一方、環境衛生について

は実際の行政分野では手を引きつつある。ただし、食物を介してくるダイオキシンなど

については、毒性学や食品衛生学で対応する。 

（小動物診療獣医師について） 

 ○ 強靱な精神力に加えて、飼い主の気持ちが理解でき、メンタル的なケアのでき

る資質が求められる。 



 ○ 飼い主とコミュニケーションがとれることが必要であるとともに、優しさや思いや

り、責任感、忍耐力が求められる。 

教育内容 

（総論） 

 ○ 100%必要な情報を学部教育の間に伝達することは不可能である。 

 ○ 大学教育では、各職域で獣医師を再教育しなくてもよい程度の基礎的な知識・

技能を身に付ける必要がある。 

 ○ 卒業と同時に実務ができるような大学教育が必要。 

 ○ 獣医師は職域が非常に広く、様々な対応能力や解決能力を涵養していかなけ

ればならないことから、ある程度の幅広い分野にわたる教育も重要である。 

 ○ 獣医師は様々な職域があり、獣医師国家試験で問うもの以上に幅広い分野で

活躍しているため、大学教育ではそれに応える内容の教育を行うべき。 

 ○ 学生による授業評価や卒業生への定期的なアンケート調査、諸外国の獣医学

部との積極的交流などから得た情報を還元して改革につなげることが必要。 

 ○ 獣医学教育において何か求められているかということについては、大学関係者

の中で議論されてきた成果として標準的なカリキュラムが作成されている。 

 ○ 各科目の中で何をどこまで教えるべきか、ミニマム・リクワイアメントをどこに設

定するかということが問題。 

 ○ 国公私立大学のそれぞれのミッションや特性の違いを明確にした上で、ミニマ

ム・リクワイアメントとともにミッションに応じた教育の部分も考えなければ、全ての大

学が同じスタイルを目指すことになり、全体として社会のニーズに応え切れないので

はないか。 

 ○ 職域ごとに何が求められているのかを担当教員がしっかりと見据えて、最新の

情報を盛り込んだ教育をしなければならない。 

 ○ 人獣共通感染症や食の安全が叫ばれる中、これらについて十分な獣医学教育

が行われているか疑問。 

 ○ 獣医学教育が 6年制になったときのキャッチフレーズは、臨床教育と公衆衛生

教育を充実させることであったが、この 20 年間で状況は悪くなっているということをい

わざるを得ない。 

 ○ 獣医学教育は 4年制から 6年制教育になったが、間延びしただけのように感じ

る。 

 ○ 獣医学教育が 6年制になったときに専門教育をきちんと教育できる教員が確保

できなかったことが原因で、延長した時間を卒業論文で費すようになってしまった。こ

れでは、年限を延ばしても教育の中身は決して充実をしない。 

 ○ 問題解決能力や対応能力等を涵養していくためには主体的な取り組みができ



る研究も必要となるので、卒業研究は必要である。 

 ○ 小委員会でまとめた教育内容は必要最小限と考えて、加えてコース制を設ける

等して半年なり 1年間つけ加えることも必要であると考える。 

 ○ 一方では、資格試験のための最低限の知識レベルがあるが、加えて各大学が

特色を出した教育をするための部分があるはず。学問は常に発展しているため、事

細かく標準カリキュラムを作ってしまうと、かつてアメリカの工学教育と同じ過ちを犯す

ことになってしまう。 

 ○ 詳細な教育内容を定めるよりも、どこかで到達目標を設定して、それに向けて

いろいろな観点から教育するほうがわかりやすいのではないか。大変な作業 にはな

ると思うが、医学教育のモデル・コア・カリキュラムのように到達目標を設定し、「ある

事柄についてきちんと説明できるようなところまで教える」とし た方が、単位の実質化

にも絡んでくる。 

  

  ○ 導入教育は、概論、法規、倫理があるが、法規に関してはある程度、教育がな

されているが導入教育全体としては余り体系立った教育がなされていない。概 論で

は獣医師の職域や役割、関係する国際機関についての教育が余りなされていない。

また、倫理に関しては、ペットの安楽死や、地球環境保護に関する獣医師 の役割に

ついての教育というのが不十分で、社会の情勢を踏まえた獣医学を学生に学ばせる

動機づけとなる導入教育自身に問題がある。この改善方策としては、 導入教育の意

義を明確化する、あるいは教育内容を統括するコーディネートをできる教員が必要で

あるということである。 

 ○ 基礎獣医学について、古典的な科目、例えば、解剖、生理、病理、薬理などに

ついては、どの大学もおおむね講義形成では教育されている。一方、比較的新しい

科目、例えば、動物行動学あるいは免疫学などは大学によって教育内容が不十分な

大学があった。 

 ○ 応用分野について、基礎と同様に古典的な科目、例えば、微生物、寄生虫、家

禽疾病、魚病などは概ね教育されているが、基礎系同様やはり新しい科目、あるい

は高度化した科目、例えば野生動物、環境衛生、獣医疫学などはやはり教育内容が

不十分な大学がある。 

 ○ 臨床獣医学の講義は他の分野に比べて教育内容が不十分な点が多い。例え

ば、内科学総論、外科学総論、臨床繁殖学といった古典的な科目については概ね 

教育されているが、臨床薬理、動物行動治療、それから臨床栄養学、産業動物臨床

学、臨床病理学等、基礎分野で学んだ理論を実践につなげる科目というところ が、

教育内容が多くの大学で不十分であった。  

 ○ 講義科目では基礎分野は充実しているが、応用分野、臨床分野は教育内容が

不十分な科目が散見され、導入分野は不十分な科目が多い。 



 ○ 導入教育、臨床分野の講義、応用分野の実習については「専任教授数が比較

的多い大学」と「専任教授数がやや少ない大学」の間で差が大きく、教育内容 と教育

体制の充実度は規模タイプとの相関が見られる。しかし、規模タイプ1の大学でも、す

べての分野で充実しているというレベルにはまだ達してはいない。 

 ○ 今回の宮崎の口蹄疫の問題について、口蹄疫対策検証委員会では、今の獣医

学教育 は産業動物や公衆衛生の教育が不十分ではないか、という意見がかなり出

ていた。 

（臨床教育） 

 ○ 大学教育では平準化した基本的な技術の習得や、完備された施設における高

度医療技術の習得といったものが求められる。 

 ○ 小動物臨床教育は、まず大学教育があり、次に卒業後教育がある。大学にお

ける実務教育が十分でないため大部分が卒後教育に偏っており、平準化した知識・

技能が身に付かない。 

 ○ 卒業後の実務教育について、一部の人は大学に残って研究生や研修生として

教育を受けるが、大学の教員は非常に多忙なため、研修生や研究生をマンツーマン

で教えることは不可能である。 

 ○ 獣医学教育は農学教育の一部から医学教育の一部になりつつあることを認識

しながら議論するべきである。卒業後の臨床実習の充実を考えれば、医学部のよう

に義務化する等の整理が必要。 

 ○ 欧米では最終学年にポリクリニック実習を中心とする臨床実習の履修が中心で

あるのに対して、日本では卒業論文作成に時間がとられていて、臨床実習が不十分

である。 

 ○ 日本の臨床教育には海外の臨床実習と比べて、コースの選択肢や臨床科の多

様性が乏しい。 

 ○ 臨床教育においては学生に生と死を体験させることが重要である。 

 ○ 獣医師法上、学生の診療行為の範囲については、大学の実習で用いられる動

物は実験動物であるという考え方をとっており、実験動物については免許がなくても

取り扱えることになっている。 

 ○ 学生であっても獣医師あるいは教官の監督の下、範囲を設ければ医行為を行

えると思う。ただし、その際には畜主との関係で、事故が起こったときにどうするのか

整理しておかなくてはならない。 

 ○ 法との関係で明確に最終的な結論が出ているわけではないが、学生にどんな

条件のもとでどの程度の診療行為を行って頂けるか、それは運用でも可能なものが

あるというふうに考えているので、今後検討していきたいと思っている。 

 ○ 実習では可能な限り複数種の患畜に触れる機会を設けることが必要である。 

 ○ 産業動物の臨床学では、群管理の教育ができている大学とできていない大学



に大きく分かれてしまっており、多くの大学では対象動物として牛以外の家畜が使わ

れていないという問題が見受けられた。 

 ○ 実習科目は全分野を通して講義科目よりも教育内容が不十分であり、特に応

用分野でその傾向が顕著である。 

 ○ 基礎分野で学んだ理論を実践につなげる臨床科目の充実が必要であり、また、

応用分野における実習科目等、実務教育の充実が必要である。 

 ○ 基礎獣医学のうち、実習は講義科目に比較して内容が不十分であり、生化学、

薬理、実験動物などが大学によっては不十分である。 

 ○ 応用分野のうち、寄生虫の実習以外の実習、例えば、環境衛生学の実習、動

物衛生学実習、毒性学、それから獣医公衆衛生学実習、食品衛生学実習などは不

十分であり、公衆衛生と特に社会的要求が高い分野の教育内容について問題があ

る。 

 ○ 臨床獣医学の講義は他の分野に比べて教育内容が不十分な点が多い。例え

ば、内科学総論、外科学総論、臨床繁殖学といった古典的な科目については概ね 

教育されているが、臨床薬理、動物行動治療、それから臨床栄養学、産業動物臨床

学、臨床病理学等、基礎分野で学んだ理論を実践につなげる科目というところ が、

教育内容が多くの大学で不十分であった。 

 ○ 眼科学、歯科・口腔外科学、臨床腫瘍学といった高度技能の習得を目的とする

科目は、専任教員数が比較的多い大学ではおおむね教育されているが、専任教員

数がやや少ない大学では教育内容が不十分である。 

 ○ 放射線学実習ついては、評価の低い大学がほとんどで、獣医療法施行規制改

正に伴い、今後必要となる核になることがほとんど教育されていない。 

 ○ 臨床教育を改善していくためにも、家畜病院の充実にあたっては、具体的な数

字を示していかないと改善にはつながらない。 

（公衆衛生教育） 

 ○ 大学の公衆衛生の実習では自治体で行っているような理化学試験ができてい

ない。大学の実習と地方自治体の検査のレベルに大きなギャップがある。 

 ○ 公衆衛生関係では地方自治体の機関のほうが大学よりも進んだ研究を行って

いる。 

  ○ 学生が公衆衛生に興味を持つような大学教育の改善が重要である。 

 ○ 大学における解剖学の教育内容のほとんどがイヌの解剖であるが、と畜検査で

扱うのはブタ、反芻獣、ウマであり、現状とは乖離している。 

 ○ 応用分野のうち、寄生虫の実習以外の実習、例えば、環境衛生学の実習、動

物衛生学実習、毒性学、それから獣医公衆衛生学実習、食品衛生学実習などは不

十分であり、公衆衛生と特に社会的要求が高い分野の教育内容について問題があ

る。 



 ○ 公衆衛生関連の必修科目については教育内容の改善、あるいは実務に関する

教育の充実が必要である。 

 ○ 公衆衛生関連の実習では、実際の現場の見学も必要だが,ト畜場とか食品加工

場についていては衛生管理上の問題が厳しくなり、なかなか実施ができないという現

状がある。関係機関と連携してその実施方法あるいは実施条件について検討するこ

とが必要。 

  ○ 公衆衛生では、ヒトに対してどれぐらいの被害があるかという観点がそれがそ

れぞれの科目の中に入っているということが重要。野生動物の疾病についても 多く

の科目に散らばっているが、それがヒトにどのように関与してくるのかという観点が、

まさに公衆衛生の観点。よって公衆衛生の科目は総論が一つあればよ いと思う。将

来的には全ての科目において何らかの形でヒトとどのような関わりがあるかという観

点に立って教えていただけることを期待したい。 

（動物愛護・倫理） 

 ○ 飼い主への対応や動物虐待などついて、獣医師に対する再教育が必要。 

 ○ 獣医師の社会的な責任や倫理観が教育の中でどれだけ伝達されているか不安

を感じる。 

 ○ 獣医師としての社会的責務や獣医倫理を学校教育の場でしっかりと身に付けさ

せるべき。 

教育方法 

 ○ 各職域で必要な専門知識や応用力を大学教育で身に付けさせ、実務ができる

人材を育成するために、コース制を導入するべき。 

 ○ 4 年までに基本的な教育は全て終了させ、5 年では臨床や公衆衛生といった獣

医師として必要な知識・技能を学び、6 年では産業動物診療獣医師、小動物 診療獣

医師、公衆衛生獣医師、あるいは製薬会社や研究者といった、それぞれの職域ごと

のエキスパートとなるために必要な教育を、本人の希望に応じた形で行 うようにすれ

ば、世の中の期待にもこたえられる獣医師を養成できるのではないか。 

 ○ 応用力を教育の中で修得させるためには、特に公衆衛生分野では、より実践的

な内容や手法を用いて教育を行うことが有効。 

 ○ 講義・実習において学生のモチベーションを高めていくということをが重要であり、

PBL のような学生中心の授業を取り入れていく必要がある。 

 ○ 諸外国における獣医学教育について、例えばコーネル大学の場合、最初の 2

年間は講義が中心であり、3年後半からローテーション形式の臨床実習が入っ てくる

が、何よりもPBLに多くの時間が割かれており、講義と実習とPBLの時間の割合は、

3:4.5:6 程度と非常に PBL が重要視されている。 

 ○ 大学の立地により附属病院の患畜や学用患畜の種類や数が異なり、都市部の



大学では小動物が多く、畜産県に位置している大学では産業動物の数が多い。 そう

した中で、畜産学や草地学といった獣医学以外の周辺の学問領域のための附属牧

場等や農業共済、近接する大学との連携が重要である。 

 ○ 大学以外のクリニックにおける実習や他の大学の臨床教育を単位化するといっ

たようなフレキシブルな臨床実習が必要。 

 ○ 全ての大学が家畜共済と連携できるようになれば、産業動物の診療件数が増

えて実習も充実してくるのではないか。 

 ○ 学外での教育病院の活用やインターンシップは、学生の将来の産業動物分野

への進路決定に大きな影響がある。 

 ○ 学内で繁殖した犬を動物実験に使用しているケンブリッジ大学では動物福祉の

関係者を配置している。動物愛護団体が反対するので実験動物が確保できないとあ

きらめるのではなく、学用患畜を確保するために工夫をすることが重要。 

 ○ 大学での実習では、遺体の供給がままならない状況である。それを仕方ないで

すませるのではなく、獣医師自身が関係者とのつながりの中で確保に努め、状況を

改善していかなければいけない。 

 ○ 基礎分野については教員の移動や IT 技術を活用して行えるが、臨床実習等は

実習が非常に多いため難しい。 

 ○ 最短で教員数を確保して学生に効率よく教えるために、例えば導入教育に関し

ては役所の職員や愛護団体の長、補助犬の団体の長等に依頼して、どこかの拠点で

集中講義で教育できれば、応用や実習に時間を使うことができるのではないか。 

 ○ 15 年ほど前に私の大学でも放送大学や通信衛生を使った遠隔教育システムが

導入されたが、今はもうほこりをかぶっているのが現状である。獣医学は実学である

ため、見たり触ったりすることが必要なため、遠隔教育には限界がある。 

 ○ 現在のインターネットを使えば、比較的安いソフトで成果を出すことが可能にな

ってきているので、全ての授業で動物に直接触らなければならないと言うことはない。 

 ○ 公衆衛生関連の実習では、実際の現場の見学も必要だが、ト畜場とか食品加

工場についていては衛生管理上の問題が厳しくなり、なかなか実施ができないという

現状がある。関係機関と連携してその実施方法あるいは実施条件について検討する

ことが必要。 

 ○ 共通的な教育内容（コア・カリキュラム）の整備、共通テキストの作成等で教育

内容の平準化が必要であり、実習のあり方や実施方法について検討する必要がある。 

 ○ 卒前教育と卒後教育の有機的な連携が必要。 

 ○ 実務実習にあたり、企業側になかなか受け入れて頂けないとう事実があること

についてはこと大学でそれだけの教育ができていないということであり、本当に反省し

なければならない。 



  ○ 動物の命というものをどう見るのかという、しっかりした考えを持って現場に行

かせるということが教育できていなければいけない。 

教育研究体制 

（総論） 

 ○ 日本の獣医学教育について、理念はほぼ構築できているが、理念を動かす組

織、施設あるいは設備が不十分である。 

 ○ ここ 10 年で多くの新しいニーズが発生したにもかかわらず、ハードウェアそのも

のはほとんど変わっていない。 

 ○ 以前は各大学 20 名程であった獣医学科の教員数が、改善の結果、現在 30 名

程になったが、まだまだ諸外国に比べると不十分であると感じている。 

 ○ 国立大学の教員 1人当たりの学生数は諸外国と比べても遜色ないが、これを

10に小分けをしてしまっているため、教員の絶対数が不足している。外科の研究室は

2・3 名体制がほとんどであるが、それでは総論から各論まで教育することは不可能。 

 ○ 一定数の教授・准教授がいないと専門的な教育を十分行えない。 

 ○ 今の教員数では国家試験のレベルの教育をクリアーすることがやっとの状態。 

 ○ コース制の導入や専門の科目を設置しても、それに見合う専門性を持った教員

がいるかという視点がなければ、教員数だけが増えても教育は充実しない。 

 ○ まずカリキュラムをしっかりと決めて、そのカリキュラムの内容をきちんと教育で

きるような教員の在り方ということについても検討しなくてはいけない。 

 ○ 必要とされる科目を専門性を持って担当できる教員をそれぞれの大学では用意

できていないというのが現状。 

 ○ 小動物診療の領域でも、国立 10 大学の附属家畜病院は一部を除いて惨憺た

る状況下の中で臨床教育がなされている。施設・設備はもちろんのこと、ス タッフも

足らず、専任教員が十分張りついていない。外科の担当する教員がメスをほとんど持

ったことがないとか、画像診断の教授が画像診断が全く不得手であ るといった状況

が見られる。 

 ○ 臨床教育を改善させるためには、臨床教員数を増加させること、診療科を増や

して少なくともポリクリニックが可能な臨床教育を確立することが必要。また、医学病

院並みにこの AHT（動物看護師）などの補助員を増やして臨床教員の研究時間を確

保することも必要である。 

 ○ 日本と欧米の獣医学教育の教育体制で最も大きな相違点は、教育補助員及び

研究補助員の有無であり、欧米では教員と同数近くの補助員が配置されている。 

 ○ 大学において教員の有機的な連携体制の確立が重要。 

 ○ 産業動物に関するクローン研究ができるような施設・設備・スタッフがいる大学

はほとんどなく、地方の衛生試験所や家畜衛生保健所のほうが進んでいる。 



 ○ 公衆衛生分野ではリスクの高い病原体を使うことがあるが、大学には対応した

設備がない。 

 ○ 現在の大学設置基準の必要教員数は現実から離れたものである。現状でも基

準を上回る教員がいるが、それでも不足しているのであればどこまで必要なのか。も

う一度この数を検証することは必要だろう。 

 ○ 標準的なカリキュラムができ上がれば、主要科目が指定できる。主要科目が指

定できれば、主要科目は原則、准教授以上で講義すると大学設置基準で規定 され

ているため、准教授以上の数が決まってくるだろう。さらに、獣医学教育は准教授以

上だけで教育を行うこと無理であるため、その3倍程度の教員数が必要 になってくる。

そうすれば、おのずから必要な教員数は出てくるのではないか。 

 ○ どの分野でも人は足りないので、非常勤講師や資格のある人材を活用している。

獣医学だけ教員が足りないという認識は納得できない。 

 ○ 基本的に傾向としては専任教員が比較的多い大学のほうが兼任教員に依存す

る単位数が少なく、すべての分野において教育内容・教育体制が充実している 

 ○ 学生教員比の高い大学は、特に実習科目において複数回に分けて実施すると

いうことになるので、教員にとって負担になっており、十分な教育、特に実習を行うの

に適正な学生教員比を検討する必要がある。 

 ○ 産業動物患畜数がゼロから十数頭という非常に少ない大学がある。学生が産

業動物に接触する機会を確保するということが必要。産業動物の患畜数の多い 大

学というのは、大学の立地環境等もあるが、卒業生の産業動物診療分野への就業割

合が高く、相関があるといえる。産業動物の患畜数の少ない大学は、産業動 物の患

畜数の多い大学、あるいは近隣都道府県の農業団体等と連携することによって、学

生が産業動物に触れる機会を確保するということが必要である。 

 ○ 教育内容、教育研究体制を充実するためには、学内の関係学科、関係他大学、

学外の関係機関との連携協力を促進し、専門性を有する教員を確保するということが

必要である。 

 ○ 公衆衛生の実務を学ぶ為には単に見るだけの見学ではなく、最低 2週間程度

の実務を経験すべきであり、これについては各自治体の協力を得ることは困難 な問

題ではないのではないか。1 施設には 1名程度、自治体数は全国で保健所のある市

が 136 あるということで、関東地域に固まらないようにすべきことを考 慮すれば実際

に可能と考える。 

 ○ 医学部では 4年生から 5年生に上がるときに、共用試験を行い、それに合格し

た者は 5年、6 年でベッドサイド教育や病院で診療をやることができるという制度がで

きている。その制度を獣医学教育にも取り入れるべきではないかと思っている。 

 ○ 大学院教育も含め、教育を充実させていくということは重要。特に若手教員を幹

事する組織を充実させていくということが非常に重要。次世代の教員の育 成にもつ



ながるし、それからもう一つ、その若手教員のポストが用意されているということが、

大学院進学へのモチベーションにも影響する。 

 ○ 今、助教の枠がないところが多いので、結局その学部の学生が大学院に行って

も、その先に、獣医学部の教員・研究員につながるようなポストがないということで、

大学の進学率を減らさせているかなり大きな要因だと思っている。 

 ○ ポストがどんどん減らされている。そのため、もう少し企業も含めて、受け皿だけ

きちっとすれば、入学者数は当然増えてくる。 

 ○ この会議は国際水準に日本の獣医学教育を上げるということが大前提でスター

トしている。獣医学部はこれまで農学教育の一部であった。それが獣医学教 育とし

て国際水準に到達するということになれば、大幅に見直ししないともう対応できないの

ではないか。もう一つは、入学定員の問題に触れるなら、設置基準 の問題が非常に

重要。 

（大学の在り方） 

 ○ カリキュラムについては、関係団体が作成した標準カリキュラムで良いと思うが、

教員の絶対数が少ないため標準カリキュラムのような充実した教育ができない。最終

目標はやはり大学再編ということしかないのではないかと思う。 

 ○ 大学のエゴや地域の事情というがあり、思うように再編統合は進まないが、

個々の大学の自助努力のみで改善を行うことも無理だと思う。 

 ○ 平成 16 年の国立大学における獣医学教育に関する協議会において、獣医学

教育の再編が必要であると言われており、それから 5年間たっているので、そういう

観点で見直しているのかという検証が必要ではないか。 

 ○ 長年の議論の中で、現在 10校のある国立大学を 3校か 4校に分ければ、十分

な教育を行う規模の教員数が確保でき、問題は一気に解決すると言われているが、

様々な障害があり、十分な教育を実現するには、「基準の見直し」、「外部評価の実

施」、「世論喚起」等が必要。 

 ○ 大学を統合する予算は国にはないので、まずは緩やかな統合ということで共同

学部を作っていくことが重要。その上で構成大学ごとに特色を出せば魅力ある共同学

部を作ることができる。 

 ○ 国公立大学は獣医学教育に必須の最低限の教員数を満たすため、複数の獣

医学科が連携してカリキュラムを充実させる努力をすべきである。 

 ○ 共同学部を設置する際には、学部と大学院の在り方、入学試験の実施方法、

学生や教員の移動方法が大きな問題になる。さらに、複数の大学が共同で学部を設

置した際に、もともとあった大学の独自性をどのように発揮するかという点が次の問

題になる。 

 ○ 共同学部の設置は、連合大学院の教訓を踏まえると、できれば 1 カ所に設置し

なければ十分な機能はしないだろうと感じる。 



 ○ 獣医系の大学が非常に広域にわたっている中で、共同学部を実施した際には、

学生や教員の移動、あるいは寮をつくる等、色々なことを考えなければならないが、

それで教育効率が上がるのだろうか非常に悩ましい問題がある。  

 ○ 複数の大学が優位な教育資源を結集して連携を進めることが求められると書い

ているが、連携といってもいろんな連携の仕方がある。 

 ○ 連携を行うならば、学生に負担を与えない方法を考えなければいけない。 

 ○ 今回の学部教育充実という観点からは、もし短期的には足りない部分を互いに

補うという方法があるとしても、長期的にはスケールメリットを活かしたス クラップ・ビ

ルドがないと対応できないのではないかと思う。連携という言葉をもし使うならきちん

と定義して使わなければならない。 

 ○ 獣医学教育は学部教育を行わなければ整備充実と、それから社会と学生から

の要求に応えられないのではないか。 

 ○ なぜ学部が必要なのかという根拠を示す必要がある。例えば医・歯・薬が 6年

制であり獣医も6年制であるにもかかわらず、医・歯・薬で学部の中の1学科でやって

いるところはないと思う。ないとすればそれはなぜなのか。なぜ獣医だけそれをやらな

くてはという問題がある。 

  ○ 学部教育のために何をしたか、何が不足しているのか、改善するためには何が

必要かという目安を示さなければならないのではないか。大学設置基準の見直しも含

めて検討する必要があるのではないか。 

 ○ モデル・コア・カリキュラムとの対応の問題、それから専任教員数との問題、ある

いは諸外国の獣医学教育の動向の問題など、あらゆるものを勘案した上 で、獣医学

部が農学部の中の 1学科であるということが本当に教育のシステムとして重要なもの

なのかどうかということまで考えなくてはいけない。 

 ○ 各大学に関しては将来的な分野別第三者評価の実施を見据え、授業内容をよ

り具体的に記載したシラバスを作成すること。学生・第三者に対して積極的にそれを

公開して、教育状況の透明性を高める必要がある。 

 ○ 各大学は獣医師や獣医学教育に対する社会ニーズの高まりに対応していくた

めには、共通的な教育内容に加えて専門分野、職域別に特化した専修教育を大学の

特色に応じて行う、アドバンスを付加して即戦力として社会の期待に応えられる獣医

師を輩出することが期待される。 

 ○ 平成16年以降の、各大学における獣医学教育の充実のための自律的・自主的

な改善・充実に向けた取組の検証結果を見ると、大学間連携が十分に進んで いると

いう現状ではない、臨床実習の主たる現場として十分な体制が整えられているとは言

い難い等、否定的な評価。これは評価できるものではない。 

  ○ 共同教育課程では、新しい獣医学教育カリキュラムを構築し、日本の獣医学教

育のレベルを引き上げ、欧米の獣医系大学に対する評価を参考にしながら、欧 米に



おける獣医学教育と同等以上の水準で、モデル・コア・カリキュラムや国際化に対応

したカリキュラムを提供していきたい。 

  ○ 北海道大学は、総合大学で、人獣共通感染症あるいはライフサイエンス研究、

あるいは小動物臨床に重点をおいて獣医師を養成。帯広畜産大学は、畜産総合 大

学として、大動物の診療や、生産獣医療、獣医公衆衛生などに重点を置いた教育研

究により獣医師を養成。北海道大学と帯広畜産大学は、獣医学に対する社会 的要

請と国際化に応えるために、両大学の優位な教育研究の資源を持ち寄り、連携して

国際的な獣医学教育を行うこと目指し、本年 1月 22 日に公表したとこ ろ。 

  ○ 共同教育課程の主な目標は次の 4点。1 点目は、獣医学教育をめぐる世界の

動向を踏まえ、国際的に通用する獣医師を養成。2 点目は、産業動物臨床、先端 的

な伴侶動物臨床教育、公衆衛生教育、ライフサイエンスにかかわる基礎獣医学教育、

実験動物や野生動物医学に関する教育を充実。それから、北海道の強みを 生かし

て、家畜試験場や食肉衛生検査所、農業共済での実習、研修プログラムを充実させ、

さらに、両大学の教育資源を活用して、獣医学関連分野、あるいは、 獣医倫理など

の教育を充実。最後に、獣医師としての基礎知識、技能を向上させるため、アドバン

スト科目を作り、職域に関連した授業を設定。 

（教員養成・確保） 

 ○ 獣医学教育の研究者がほとんど枯渇している。講座制の崩れていく中で大学院

生が減少している。 

 ○ 大学では専任教員が十分配置されていないため、大学内で知識・技能が伝承さ

れず、普遍化で平準化された知識・技能を身に付けさせる教育が行われていない。

平準化された教育を責任をもって行う教員体制の構築が必要。 

 ○ 公衆衛生分野は食品安全、感染症、疫学等、色々な分野を幅広く組み合わせ

た分野であるが、例えば食品安全にはリスク分析やレギュラトリーサイエンス、行政

科学の考え方が必要である。ただ、食品安全は体系立った学問になっていないため

研究者が育っていない。 

 ○ この数年間、各大学が自助努力で教員数を増やしたが、数値上は教員数は充

実しても専門性を持った人材が確保できていない。募集をかけても適任者が集まらな

いのが現状である。特に臨床分野は、研究業績による評価と収入減が壁になり人材

が集まらない。 

 ○ 手術例数や外来診療の件数による評価や、診療事例のケースレポートも業績

の一つにカウントすることが必要であると考えるが、結局はどの大学も論文数だけで

教員を採用しているという状況が今でも続いている。 

 ○ 臨床系教員は応募が少なく、応募があったとしても、専門分野を担当できる人

材が集まらない。特に動物診療の臨床分野では関連する研究機関がないため、人材

が不足しているのではないか。 



 ○ 公衆衛生の分野でも、研究機関や行政、民間から大学教員になる者は皆無で、

臨床分野と同じように大きなハードルがある。任期付きでも良いので、外部講師や特

任教授を活用しなければ必要な人材が確保できない。 

 ○ 公衆衛生行政獣医師の養成・確保については、保健所や研究機関が受け皿と

なって大学との連携を図らなければならない。 

 ○ 獣医学教育の教室や講座を増やすために、助手を教員に振り替えていった経

緯があるが、助手や助教というのは教授の研究を助けながら教員としての訓練 を積

むシステムであると考えている。近年は後継者不足が問題視されており、後継者を育

成し講座を継続させていくためには、どうしても各講座に 3 人は必要で あると考える。 

 ○ 日本の大学は論文至上主義の業績評価を行っているため、どれだけ経験や実

績があっても論文数の少なさで採用されない。農学部内に獣医学科がある限りこうし

た状況が続くのではないか。 

 ○ 教員を増やすだけではなく、教員の考え方が変わらなければ駄目だと思う。例

えば、1大学 3人程度を海外に 5年間送り出すようにすれば大学はずいぶん 変わる。

今の大学の教員は出身者が7割から8割を占め人が動かないが、これでは改革は進

まない。組織や人、獣医学に対する社会の考え方が変わらなければ、 カリキュラム

だけを変えても解決しない。 

 ○ 今後どのように専門性のある教員を確保するのかという課題に対しては、人材

バンクの様な制度にするのか、どこかで人材確保するのか、専門家の教育をどこで

行うのか等の議論も行わなければならない。 

 ○ 論文一辺倒での教員の資格審査には疑問が常につきまとう。だとすると、獣医

学教育に携わる教員の資格要件について明文化することが必要になってくるのでは

ないか。 

 ○ 今の大学のスタッフでは、統廃合したとしても教える内容がそんなに変わるとは

思えない。実際に公衆衛生に携わっている外部教育スタッフを非常勤や特 任教授と

いう形でうまく使えないか検討していただきたい。インターンシップでも集中講義のよう

な形でもよいので、とにかく現場を見せて現場に携わらせるこ とが、やはり一番効果

がある。 

 ○ 公衆衛生に関しては範囲が広いにもかかわらず、教員数が非常に少ない。微

生物や感染症の専門教員が担当しているということが多く、特に環境衛生学、獣医疫

学の教育内容の不十分さが目立つ。 

 ○ 毒性、あるいは野生動物学、魚病学などの分野は専門性を持った教員が確保

できていない大学が多く、特に専任教員がやや少ない大学ではそれが顕著であり社

会ニーズの高い分野の教員の確保、教育内容の充実が必要 

 ○ 専任教員がやや少ない大学は、疾病の多様化・高度化に対応した科目の教育

内容を充実させるため、専任教員の充実が必要である。また、実習科目の教育内容



の充実ということで、実際に実習を担う専任教員、主として助教や講師の充実が  

必要である。 

 ○ 教育体制については、導入教育を除いては概ね専門性をもった教員が担当し

ているが、専任教員がやや少ない大学は専任教員 1人当たりの担当単位数が多い。 

 ○ 専門家のいない授業科目を複数人で担当している科目というのがあるが、この

場合教育内容に偏りがあって、全体的なバランスに欠けるというケースが多 く、一方

で、外部からの非常勤講師でも専門家による授業内容というものは、履修項目のバ

ランスが良く教育体系が精査されているケースが多い。 

○ 臨床の一部では教員、主として准教授が不足している。特に、実習に関しては専

任教員であっても専門分野の違いによって、専門分野を重点的に教育する一方、専

門外の分野では実習項目の教育がなされていないといった大学もあり、教育内容に

偏りがある。 

 ○ 大学内、大学間あるいは関係機関との連携・協力を促進し、専任、兼任にかか

わらず専門性を有する教員を確保するということが必要である。 

 ○ 現場の専門の行政の人に来てもらい講義をしてもらうということは、重要な点と

思う。 

 ○ 専門家が不足している分野においては今後、若手教員など確保していく必要が

あるとはいうが、獣医学のほとんどあらゆる分野で若手教員が不足している。 

 ○ 外部施設や外部人材の活用ということで、教育の保証ができるのか。 

 ○ モデルカリキュラムを実施するための教員数は必要。 

国際的通用性 

 ○ 獣医学教育はライセンス教育であり、グローバル化の中でどのような獣医学教

育を進めていくかということが大きな課題。 

 ○ 議論の中で国際通用性の確保が論点にあがるが、獣医師に対する要求は国に

よって違うので、日本の要求や特徴を活かしながら議論をした方がよい。 

 ○ 6 年制教育がスタートして二十数年を数えるが、獣医学教育の改善・充実が図

られたとは言えない。特に欧米と比較して、実務教育はいずれの分野においても余り

にも貧弱である。 

 ○ 欧米、特にアメリカではインターン制度があり、獣医学教育を修了した学生は、

卒業と同時に応用能力を発揮して実務ができるような教育がなされている。 

 ○ 日本の獣医師は、社会に出てから再教育をしなければならない。欧米に留学さ

せて国際的な技術と知識を身につけさせなければ、国際機関で働ける人材を養成で

きない状況である。 

 ○ OIE が獣医学教育の国際的な平準化に向けて進むことを表明しており、獣医学

教育の基準はできるだけ高いところに設定することが望ましいと考えている。 



 ○ グローバル化を目指すというのは重要だが、我が国固有のデマンドに対応する

ことも重要である。 

 ○ 日本の獣医学教育はその成り立ちから、基礎分野が半分以上を占めていると

いう海外と比べると異常な状況になっている。基礎分野が大事なことは理解した上で、

臨床分野と公衆衛生分野が極めて弱い日本の状況をどうするのかを考えていきたい。 

 ○ 国際通用性を確保する上ではリベラル・アーツが重要な部分であるが、獣医学

教育課程においても、獣医師や動物に関連した法規の不備や動物福祉といっ たア

ニマル・リベラル・アーツを充実させなくてはならない。実際は獣医系大学よりも動物

看護学校や動物科学系の大学のほうがアニマル・リベラル・アーツに 重きを置いて

いるので、こうした学校との連携は、獣医学系大学にアニマル・リベラル・アーツの部

分で国際通用性を確保する手段として有効であると考える。 

 ○ 国際的な貿易関係、動物検疫はいずれの国も獣医師が、国際獣疫事務局等の

アニマル・ヘルス・コードに基づいて行っているため、学問的内容のみならず獣医師

の資格としての国際通用性が必要とされている。 

 ○ コア・カリキュラム作成にあたっては、この秋に OIE で獣医学教育の基準につい

て検討する会が開催されるが、そこで国際基準としてどんなものが取り入れられるの

かも勘案する必要がある。 

 ○ モデル・コア・カリキュラムについて、日本独自の問題としての国外を含めた社

会ニーズにどう応えていくか。それぞれの国の事情があって、国際的に要求する部分

と、国内の問題として解決していかなければならない部分とがある。 

 ○ 国際的通用性をどういうふうに定義をするのか、それは果たして英語ができるこ

となのか、あるいは国際基準での研究体制の中ですんなり入っていける枠 をつくる

ということを指すのか。その辺が見えてこなければ、カリキュラムをいじるだけでは非

常に表面的なものになってしまうのではないか。 

 ○ アメリカなどでは専門大学院で教育をしているので、一般教養科目をきちんと単

位を取らせ、それなりの成績をもって卒業できない学生は専門大学院に入 れないと

いう現状がある。ところが日本では一般教養科目での評価が非常に甘い。つまり学

生の評価に対して何を求めるかということを、どの程度の厳しさを もってやるかという

ことは、国際通用性に大きな影響を与えるのではないかと思う。 

 ○  獣医学教育に関する AHG レポートの特徴として、1．獣医師としての資質（技能、

知識、態度、適性）を明記。2．一般的なコンピテンシー、特定コンピテン シー、発展

的なコンピテンシーを区別し、OIE が重要と考える事項に力点を置いて記述。3．OIE

が重視している事項である家畜衛生、動物福祉に力点を置 いた内容。その一方で、

基礎獣医学、臨床獣医学分野に関しては多くを触れなかった。モデル・コア・カリキュ

ラムに相当する内容のものではない。4．獣医療 サービスに関する獣医師の責務に

関して言及。5、世界の家畜感染症発生や広がりが、世界の公衆衛生上の問題を引



き起こし、世界の経済活動の弊害となってい る点が重要視されている。6．特定のコ

ンピテンシーや発展的なコンピテンシーの中で、詳細に獣医師が資するべき事項を列

挙し、各国に獣医師教育への重要性 を示している。 

 ○ コンピテンシーと策定中のコア・カリキュラムの比較をすると、1．コアカリキュラ

ムの履修内容は、OIE の本レポートに記載されている事項を概ねカ バーしていると

考えられる、2．本レポートの項目の中には、モデル・コア・カリキュラムでは検討され

ない、各大学が特色を出して教育するアドバンス教育に 含まれる内容も散見される。

3．本レポートの獣医学部卒業生に求められる最低限の資質能力は、導入教育、病

態獣医学、臨床獣医学と多様にわたるが、中で も、応用獣医学の履修科目が最も

多い。 

 ○ 一般的なコンピテンシーは、基礎獣医学や臨床獣医学が項目だけ書かれてい

るが、コアカリキュラムで対応できる。また、例えば、生涯学習に対する責務、というよ

うなものについて、コア・カリキュラムではあまり触れてない部分があり、今後の課題。 

 ○ 発展的コンピテンシーのところについては、このレポートは極めて多く書いてい

る。それはOIEの性格的なところだろうと思う。発展的なコンピテン シーの最初にある、

アドバンス教育の必要性という点に関して、コア・カリキュラムでは詳しく触れてない部

分がある。獣医事サービスの組織、リスク分析の適 用、それから、研究、国際貿易

枠組み、管理、経営といったところはおそらく、高学年の中で、アドバンス教育の中で

各大学が触れていくのであろうと思われる 部分。 

 ○ OIE のミニマム・コンピテンシーとの対応表を見ると半分程度が導入教育。16 大

学の評価の中で一番点数が悪く取り組まれていないのが導入教育で、この大半の導

入教育に対応しなければならないというのはかなり厳しい。 

教育の質保証システム 

 ○ これからの大学教育は、入り口管理である学生確保と出口管理である進路指

導が重要な課題である。 

 ○ 日本はアジアの獣医学のリーダーシップを果たす義務があるため、一日も早く

アジアで通用するアクレディテーションシステムを構築すべき。 

 ○ 獣医学教育の質の最低保障をどうするかというのが重要な問題である。我が国

の獣医学教育の質の保障をどのように担保していくのか、獣医学教育をどのように向

上させていくかという議論に絞ったほうが良い。 

 ○ 設置基準の教員数では十分でないという認識は共通の理解としてある。設置基

準というのは最低基準であって実態とはかけ離れているため、設置基準の教員数を

満たせばそれでよいとはならない。 

 ○ カリキュラムを検討する大前提として、基礎・臨床・応用という 3本柱をベースに

検討し、その中でコアの部分と各大学が選択できる部分に分けて考えと いうことで進



めていきたい。カリキュラムができた後に、それを教示するために必要な教員数や教

員組織の規模の議論がある。そして、それを実現するために は、1 つは大学設置基

準の引き上げと外部評価の実施が有効である。カリキュラムができれば、それに沿っ

た教育ができる組織なのかどうかを評価システムがで きるのではないか。 

 ○ 現状を検証して分析し、どこに改善点があるのかを共通認識を持って改善して

いくことが重要である。私立大学間ではほぼ 2年間隔で相互評価を行っており、現在

は特に、動物病院の在り方と臨床教育についての検証を行っている。 

   相互評価を行うと痛み（他大学と比較して充実していない部分）があるが、獣医

学教育を求める学生によりよい教育・研究環境を提供するためには、勇気を持って痛

みを次の改善に結びつけていかなくてはならない。 

 ○ 評価を行うのは改善を行うことが目的であるため、私立大学間の相互評価のよ

うに全体がボトムアップしていけば良いが、国立大学は既に国立大学法人評 価・認

証評価を受けており、さらに外部評価も受けることになれば、「評価疲れ」を起こしてし

まう。評価を受けて改善しなければ、在学生の履修単位が認めら れないとか、運営

費交付金が減らされる等、もっとダイナミックに評価に対する目的・目標が設定されな

ければ、ただ労力が増えるだけになってしまう。 

 ○ 達成目標を設定した上で評価制度も導入すれば、基準をクリアできない大学が

再編・統合を考えざるを得なくなるのではないか。 

 ○ 質保証の観点から、本小委員会の検討を踏まえ、大学・関係学協会が中心とな

って共通的な教育内容を整理し、獣医学分野の質保証のあり方の具体的検討を行う

ことが必要である。 

 ○ 各大学に関しては将来的な分野別第三者評価の実施を見据え、授業内容をよ

り具体的に記載したシラバスを作成すること。学生・第三者に対して積極的にそれを

公開して、教育状況の透明性を高める必要がある。 

 ○ 学生の評価というものをどの水準でやっていくか、学生に何をどのレベルで求

めていくかということに関しても、どの程度の厳しさを要求していくかということをある

程度考えなければいけないのではないか。 

 ○ 評価システムの中で共用試験が重要なものと位置づけられるのではないか。ま

た、医学・歯学・薬学においては、モデルコアカリキュラムに基づいて共用試験を実施

しており、共用試験によって、実習段階での学生の医療行為の正当化を図っている。 

 ○ 共用試験の作成は、モデルコアカリキュラムが策定されていないと難しい。 

 ○ 共用試験は、臨床実習の実施の在り方についての議論のスタートとなるもの。

このため、学生の学修成果の厳格な評価を共用試験で行うというものではない。 

 ○ 分野別評価は、モデルコアカリキュラムだけではなく、様々な観点から評価をし、

基準に達しない場合は教育ができないようにするという程のものにした方がよい。 

 ○ アメリカでは、アクレディテーションに通らない大学は獣医師の受験資格が認め



られず、ヨーロッパでは、自国内でしか獣医師免許が通用しない他の EU各国では通

用しないというペナルティーが存在する。 

 ○ 分野別評価が、どの数値で基準をつくるのか、分野別評価のペナルティーやイ

ンセンティブをどう与えるかを議論すべき。評価はどこの機関で行うのかといった各論

まで議論すべき。 

 ○ 学生の質保証について、方法論は全く議論できていない。共用試験の在り方も

議論できていない。総論が先行しすぎではないか。 

 ○ OIE で Performance of Veterinary Services（PVS）というシステムがあり、各国

の獣医療の評価をやっている。これまでは途上国を中心に評価をやってきたが、今後、

先進国の評価に 移ろうとしており、北欧の国が手を上げるという話もある。日本の獣

医療の体制も客観的に検証する非常にいい機会だと思うので、農水省で OIE の PVS

の評 価を全部見ていただき、その結果を、教育改善につなげていくきっかけを作って

いただけないか。 

 ○ 外部評価基準というものを作り、その外部評価基準によって厳しい評価をし、そ

の基準に達しなかった大学は退場していただくということで、実質的設置 基準という

ことも出来る。設置基準の改正がとても難しければ、我々はそういった方法も考えなく

てはいけない。要するに問題は実効あるものにするというこ と。外部評価基準は非

常に重要。 

（モデルコアカリキュラム） 

 ○ モデルコアカリキュラムとは何か。各大学はどの位実行しなければならないの

か、実行するにはどれくらいのスタッフが必要になるのかという基準や目標値を示す

必要がある。また、ロードマップを作成する必要がある。 

 ○ モデルコアカリキュラムの検討は委託調査の中で別の委員会でやっているので、

この協力者会議では、その検討結果を獣医学教育の充実に向けて具体的にどのよう

に反映させるのか、という点について検討すべき。 

 ○ モデルコアカリキュラムの全体の枠組み、つまり科目の構成や、モデルコアカリ

キュラムを利用した事業評価や体制の評価など、具体的な方向についてはこの委員

会で、ある程度の指針を出した方がいいのではないか。 

 ○ モデルコアカリキュラムは、分野別評価の基準になるもの。 

  ○ モデルコアカリキュラムを教える者が兼担か専任か、外部の人材なのかという

問題はこの場で決めるべき。 

 ○ モデルコアカリキュラムについては委託調査で検討されており、この場で改めて

精査する必要はない。モデルコアカリキュラムができて、例えば、専任で担当すべき、

人数は100人となったとしても、実際問題として人員削減、予算削減されている中、大

学としては難しい。 



 ○ モデルコアカリキュラムを達成するための取組についてしっかり議論すべきでは

ないか。専任教員の充実、共同学部の設置、大学間連携、再編統合など具体的な検

討が必要。 

 ○ 農学系学部長会議で 72名が望ましいが当面は54名で、と意見が出たが 54名

でも難しい大学が多い。そのような大学は、共同学部の設置等の大学間連携の促進

によってモデルコアカリキュラムをきちんとできるような形にしてください、という総論

は出ている。 

 ○ 共同学部から再編に進み、最後は一つの大学、獣医学部を作るという道筋につ

いては、獣医学関係者以外の方に理解を得るための根拠を示す必要。 

 ○ モデルコアカリキュラムは、教育内容の何割を保証するものなのか。 

  ○ モデル・コア・カリキュラムの定義は、教育内容のガイドライン、大学卒業時まで

に身につける必要不可欠な知識を精選し、共通の到達目標を明示したもの、としてい

る。国家資格のある医、歯、薬学は既に完成、看護学、法学でも作業が行われている。 

  ○ 医、歯、薬の分野では、各大学で教える全ての教育内容の 6割程度に相当す

るもの、という定義。残りの 4割は各大学が独自の理念で教えるべきもの、特色のあ

る教育ができるような余裕を残すというもの。 

  ○ コア・カリキュラム作成の経緯としては、まず、旧態依然とした閉鎖的な教育、

体制を改めるべきだという理由。2 番目に、日本学術会議が提唱する、コアカリキュラ

ム、共通テキスト、共用試験による教育の質保証の取組。 

  ○ 医学のコアカリの制定については、臨床教育、特に、参加型臨床実習が不十分

であるという議論が以前からあるが、学生と患者のトラブルが頻発していたこ とから、

一定の学生の質を保証する制度を作らなければならないということで共用試験が考

えられ、共用試験の基準として、コア・カリキュラムが作られたとい う経緯がある。免

許を持たない学生が医療行為を行うのは違法行為であり、その違法性をどうやって

阻却するのかということで考えた制度が共用試験。また、薬 学の場合は、平成 16 年

に 6年制移行への国会決議の中で共用試験を実施するという文言が入っていた。 

  ○ 獣医学のコアカリに関して、これまで獣医学教育の基準として、国家試験の基

準はあるが、大学が主体的に考えた基準はなかった。また、各大学の状況を定量的

に評価する客観的な基準が必要となるが、コアカリは分野別・横断的な大学の評価

のひとつの根拠、基準にもなる。 

  ○ コアカリの作成のための委員会については、協力者会議の中の教育内容に関

する小委員会での討議を経て、文科省先導的大学改革推進委託事業として平成 21

年5月に発足した。この委員会のメンバーは小委員会と同じメンバーで構成しており、

平成 16 年に日本獣医師会の中で議論されてきた「獣医学標準的カリ キュラム」をベ

ースに作ろうということで作業を始めた。来年の 3月に事業が終了予定。 

  ○ 獣医学コアカリキュラムについては、現在、講義科目として51科目を設定し、実



習科目は 19 科目となっている。最終的には、コア・カリキュラムは、単位数を明示せ

ず公表することとしている。 

  ○ コアカリの制定後の活動として、コアカリを獣医学教育の改革にどう生かすかい

くつか論点がある。まず、1．各大学がコアカリに従ってカリキュラムを改 定、次に、2．

共通テキストの作成、3．参加型実習への対応、共用試験に向けての準備、4．分野

別大学評価の導入、最後に、5．獣医学教育システムの基準 作りで、獣医学関係者

は、設置基準等の支援などに生かしていくべき。 

  ○ コアカリ準拠の共通テキストを作ろうという議論がはじまっているが、日本獣医

学会の中に、テキストの編集委員会というのが出来て、既に会議も始まっているとこ

ろ。 

  ○ 共用試験については、調査委員会が北里大学の高井先生を委員長にして、

2009 年 9 月に発足した。この間、今年の 3月に、全国協議会に答申書を出して いた

だき、これを実施する方向で考えていこうということで決議されている。今は、この調

査委員会が準備委員会に切り替わり、第一ステップの活動が開始され ているところ。

準備委員会の活動に当たっては、文科省、関係団体等の支援協力が是非とも必要 

  ○ コア・カリキュラムというのは、いわば、ソフト面からの獣医学教育改善運動の

取組。また、今後、コアカリの維持、管理をどうするのか、国家試験ガイドラインとの整

合性をどうとるのか、という大きな問題があり、文科省、農水省の支援協力が必要。 

  ○ コアカリはミニマム・リクイアメントとして、あるいは、ミニマム・コンピテンシーとし

て必要という考えで作っているプログラム。足かせになっている再 編統合の部分は、

モデル校をはじめプログラムはすでに変わっている。コアカリと共用試験を含めて、す

でに進行しているプログラムの現状をうけて、もう一回 考えるべき。かつての再編統

合の議論を繰り返す理由はない。 

  ○ コア・カリキュラムがミニマム・リクイアメント、これは非常に心強い言葉で、そう

在るべきだと思う。もう動き出しており、これからの議論は、如何にし て共同学部を立

ち上げていくか、それが駄目ならば、統合というようなことも含めて議論すべき。出来

るところからやっていくべきで、それがむしろスピードを 速めることになる。 

  ○ コア・カリキュラムを実施するために、どんな教育体制が必要なのか。複数科目

を担当する中講座的なものをつくり、その講座がコアカリのどの部分を担当 するとい

うような表を作ったが、講義科目は 1名の教授が何単位を教えるべきか、准教授であ

れば何単位教えるべきか、助教であれば実習をどれくらいカバーす るのかといった

数値を置いて、どれくらいの数が必要かを算出したところ、計算では 1大学で学生入

学定員が 80 名を想定し、71 名という教員の数がでた。特 に参加型実習は手間もか

かるため、学生数が多い大学にあってはその点に関して更に多くの教員が必要とな

る。 

  ○ コア・カリキュラムで18科目から51科目になるので、今の28名体制でどう獣医



学教育を充実するか、というところに力点をおいて議論すべき。設置基準を議論しな

いならばこの会議の意義がなくなってしまう。 

教育改善の方向性について 

 ○ 「今後の獣医学教育の改善・充実方策に関する意見のまとめ骨子案」に一番欠

けているのは、タイムテーブルがないところ。ある程度の時間的な組み立てが必要。 

 ○ 協力者会議では、10 年あるいは 20 年先に我が国の獣医学教育をどのようにし

ていきたいのか。ゴールラインやある程度の基準を示す必要があるのではないか。 

 ○ 報告書を今後どのように活用していくのか。報告書では、将来的にはこういうビ

ジョンで獣医学教育を行っていくという、10 年 20 年先を見越した展望が必要。 

 ○ 獣医学教育改善の道筋としては、まずは、社会的要請に応えられるということ。

それから先進国の水準に達していることが重要となる。例えば、アメリカ の獣医学の

アクレディテーション合格レベルを目指す、アメリカの最低限の大学程度にはなるとい

うこと。それから、ライフ・イノベーションに対応できる獣医 学教育の実施とそのため

の獣医学部の設置が目標ということ。 

 ○ 教育改善は、何を改善するのか、そのために、どんな手段を使うのかということ

になる。まずは、教育内容の改善であり、そのためにはコア・カリキュラ ムの策定、共

用試験の実施、それから進級、卒業制度を厳格にやること、それから国家試験の出

題基準というものも考えられる。次に、教育システムの改善。教 員数をどうするのか、

学生対教員比をどうするのか、施設・設備、動物病院、その他という問題。3番目が外

部評価の問題だが、外部評価の基準はどうするのか が大きな課題。獣医学の独自

の設置基準を作って欲しいということは、獣医学教育関係者が以前から言ってきたこ

と。外部評価については、評価を改善に反映さ せる仕組みが是非必要だが、これを

具体的にどうするのかも問題。 

  ○  現状は教育内容、システム、評価制度の全てが不十分であるということで、協

力者会議が開かれているが、今後の教育改善の工程が必要。第一段階として、自主 

努力あるいは共同教育課程の設置によって改善をする。なお、外部評価で、評価基

準の何パーセントを達成しているか、この第 1段階をいつまでに達成するの か、とい

うことも重要。第 2段階は、共同教育課程による単一学部を設置。その上で全てを改

善して第 3段階のゴールにいく、という道筋が考えられるが、改善 を進めるにあたっ

ては問題がある。第 1 点目は、獣医学関係者でのロードマップの論議が必要というこ

とと、再編統合の事例でわかるように、関係大学と地域と 社会の同意も必要であり、

政治主導ということもあるかもしれないということ。2 点目が、教育改善と入学定員の

増加の問題。自主努力で教員数を増やして、教 育の大幅な改善をした大学の学生

入学定員の不足の問題は何とかしなくてはいけない。3 点目は、改善の期限設定とそ

れまでに改善が出来ない未改善校として取 り扱い。改善しない大学が獣医学教育を



やめて、他の一般の教育に移るような、退場する仕組みが必要ではないか。4点目は、

外部評価結果が非常に悪い大学、 要するに未改善校が退場する仕組みの一つとし

て、国家資格とのリンクが考えられないか。アメリカでは、アクレディテーションシステ

ムを通らなかった大学 は、年限を切って改善をする。そして、その年限以内に改善で

きなければ、その大学の卒業生は獣医師の資格を得られないという規則がある。そう

いったものを 参考にしながら考えなくてはいけないのではないか。 

その他 

 ○ 世の中全てを満たせるという話はどこにもなく選択と集中が必要。国家試験に

合格するための最低限の教育は必要だが、あとは大学ごとに特徴があってもよいの

ではないか。 

 ○ 獣医師国家試験は診療と公衆衛生に必要な知識及び技能を問うことを主たる

目的としている。大学教育は獣医師国家試験に左右されるという意見を聞くが、あくま

でも獣医師国家試験は大学の卒業試験ではなく資格試験である。 

 ○ 大学教育をきちんと受けていれば、特別な対策をしなくても国家試験は合格で

きるはず。  

 ○ EU の獣医系大学は大半が国立大学であり国からの補助でまかなっているが、

近年、競合的資金が増加している。また、獣医学の学位を持たなくても研究 に長け

た人材を招いて競合的資金を獲得している大学もある。アメリカでは、アニマルウェル

フェアと関連した寄付金に頼っている大学もある。 

 ○ 欧米の愛護団体が莫大な資金を集め動物病院を設立できた背景には、企業寄

附や個人寄附に対する税制の違いがある。寄附が促進されるような税金制度ができ

るとよい。 

 ○ 獣医学教育に限らず大学教育は、学生をどうやって集めるか、優秀な教員をど

うやって集めるか、そしてお金をどうやって集めるかという3つがないと成り立たない。 

 ○ 獣医師のライセンスの中に限定ライセンスを設けて、小動物・大動物のライセン

スや公衆衛生等の行政用のライセンスを設けることは考えられないか。全てを教育す

ることが困難であるならば、教育範囲を限定して深く教えることはできないのか。 

 ○ 小委員会報告で、16 大学の教育内容と教育体制の分析結果を出したが、あの

分析結果で課題と指摘された事項を改善するためには何をしなければいけないのか

を協力者会議として考えるべき。 

 ○ 「これからの獣医師に求められる役割と資質能力について、今やもう飼育動物

だけではなくて、野生動物なども対象となる。環境分野における獣医師への期待とい

うのも非常に大きなものがある。 

 ○ OIE においては、獣医師がパブリックヘルスに果たす役割という点を強調してい



る。将来的に獣医がどのような仕事を国民のためにしていくのか、あるいは世界のた

めにしていくのかという中長期的な議論が必要ではないか。 

 


